
第２回「近畿における組織経営体」
（2015年農林業センサスミニ分析）
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○ 近畿における組織経営体数(平成27年２月１日現在)は2,697経営体で、10年間で370経営体
（16％）増加。このうち法人数は、新設・非法人からの法人化で同622経営体（77％）増加。
○ 農産物販売金額１位の部門別経営体数割合は、稲作が52％、他の部門が48％。
○ 組織形態別の経営体数割合をみると、販売金額１位の部門が野菜、果樹、畜産の経営体は
会社の割合が高い。
また、販売金額規模別にみると、販売金額が高いほど会社の割合が上昇。

１ 組織経営体数は10年間で16％増加。このうち、法人数は同77％増加

組織経営体数の推移

近畿農政局統計部

販売金額１位の部門別組織経営体数割合

農産物販売金額１位部門別 農産物販売金額規模別
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組織形態別の組織経営体数割合（平成27年）
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注：農産物販売のない経営体（作業受託のみ等）を含んでいない。
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○ 農業経営体数に占める組織経営体数の割合は２％。一方、組織経営体による雇用者数の
シェアは42％、農産物販売金額は26％、田の経営耕地面積は16％。

○ 組織経営体による農産物生産のシェア(注)をみると、耕種は、集落営農などによる作付け
の大規模化が進んでいる麦類、豆類の面積シェアが他に比べて高い。
畜産は、採卵鶏、ブロイラー、豚の飼養頭羽数シェアがそれぞれ６割以上。

２ 組織経営体による雇用者数のシェアは42％、採卵鶏飼養羽数は同87％
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組織経営体による農産物生産のシェア（平成27年）
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組織経営体シェアの推移

注：１ 雇用者数は、平成12年以前の調査値なし。

雇用者数（のべ人日）

（作付経営体数・面積、飼養経営体数・頭羽数）

注：農産物生産のシェア＝組織経営体の作付面積等÷農業経営体の作付面積等×100
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２ 販売金額は、それぞれの金額階層の中位数に経営体数を乗じて算出した推定値。



組織による経営耕地面積
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○ 組織経営体による経営耕地面積の県別シェアは、滋賀県が27％で最も高い。県内の市町村
別では甲良町（40％）、湖南市（38％）などのシェアが高い。
兵庫県は14％で、神河町（42％）、市川町（36％）などのシェアが高い。

３ 組織経営体による経営耕地面積のシェアは滋賀県が27％
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組織経営体による経営耕地面積のシェア
（市町村別マップ・平成27年）
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市町村別の組織経営体数
（農産物販売金額１位の部門・上位15市・平成27年）

○ 一方、市町村別の組織経営体数（販売あり）は、集落営農数が多い滋賀県東近江市が最も
多く163経営体。

注： 他の市町村への出作面積は、
居住地の市町村の経営耕地面
積として計上されている。
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参考（全国）組織経営体による経営耕地面積のシェアは滋賀県が全国第６位

お問合わせ先：統計部統計企画課 電話０７５－４１４－９６２０

○ 組織経営体による経営耕地面積シェアのランキングをみると、滋賀県は27％で全国第６位。
経営耕地面積の内訳は、農事組合法人及び会社の面積が全体の70％。

○ 一方、１組織経営体当たりの経営耕地面積をみると、全国の稲作経営体（稲作の販売金額
が８割以上）が24haであるのに対し、近畿は12ha。
また、麦類作についても全国の18haに対し、近畿は10ha。

農業経営体の概念（平成27年）

組織経営体による経営耕地面積のシェア
（組織形態別・上位15県・平成27年）
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注:（　）は近畿の経営体数
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